
















































Regression Model ; TRMを用い,実効知的財産制度指数(Effective Index
































でコントロールし, Ginarteand Park [1997]による知的財産権指数(Index



















































影響を観察した研究に, Thompson and Rushing [1996, 1999], Gould and











3. TIPS (Index of lntellctual Property System)について
知的財産権制度が経済効率に与える影響を分析した研究は,圧倒的にク
ロスカントリーによるものが多い｡それは, Ginarte andPark[1997], Rapp
andRozek [1999], Sherwood [1997], Mansfield [1995]など,各国の
知的財産制度のあり方を指数化したデータが開発されているからである｡
知的財産権の保護指標作成の方法としては, Ginarte and Park[1997], Rapp
andRozek [1999]など各国法整備等制度実態に基づいてポイントをつけ
る方法と, sherwood [1997], Mansfield [1995]などインタビューなど
を通した実務家などの評価によってポイントをつける方法がある｡
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･t lCL (I,･ Kl,]exp(守,rds)dt (2)
と表すことができる｡ここで, T;法人税率, P;生産物価格, I,;i番目
の実質投資額, zi ;i番目の投資1単位あたりの減価償却控除額の現在割








(77Zq, - 1) (3)























































5. Threshold Regression Modelについて
知的財産制度指数ⅠIPSとR&D投資の間の構造変化を検出する手段とし
























































IPtt - co +cIPOtl +C2CF" +C:iREC〟 +C:jCOMlt +C4IIPSt + elt　　　(6)
ここで, R ;実質R&D投資率, PO ;partialq, CF;キッシュフロー比










































































































一一0. 096　　　　　　0. 205 **　　　　一一0. 328
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ため, ⅠIPSと表5の専有可能性(APP ; appropriability)との交差項を,

























































D- Y(Kl,K2日,Kn,N)-wN- ∑pII. - ∑ C, (I,,K,)
!-1　　　　　i-1
(A-1)
ここで, DCま毎期のキャッシュフロー, Y()は1次同次の生産関数, K-は




























































告Il ･告K, - Cz (Iz ,Kl)
である｡さらに, (A-13)式の右辺をについて集計すれば,
掴yA,lKz ･YNN-wN-,?lPII-lgl C (It I H,,]dt
となる｡生産関数も1次同次が仮定されており,
n
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